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放射能に汚染された土の無秩序な拡散につながる
「除去土壌の再生利用」はありえない 
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実証事業

（福島県内）

• 南相馬市東部仮置き場内…盛り土など

• 二本松市原セ才木地区…農道

• 飯舘村長泥地区…農地造成

• 南相馬市小高区…常磐道

（福島県外）

• 埼玉県所沢市環境調査研修所

• 東京都新宿区新宿御苑

• 国立環境研究所でも？…説明会未実施
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実証事業の共通点
• 「福島の復興のため」「40年後の県外処分という約束」という大義名分を

ふりかざす。
→その前提に対する疑問の声はきかない

• 再生利用ありき
→その政策決定段階で、説明会や公聴会は開かれなかった

• 水面下で打診→住民たちは突然知らされる

• 住民説明会は、なるべく小規模に。公開はされない
→反対できない、議論できない場に

• 実施目的、管理責任、管理期間など曖昧→「安全」のデモンストレーショ
ンが目的化

• 最近の傾向として
…タレント、文化人（？）、政治家、ネット界隈を総動員して、
「除染土再生利用に反対するのは“非科学的”」「福島の復興のためにみん
なで行動を（＝除染土を受け入れろ）」的な大合唱で批判者をバッシング
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実証事業（福島県内）

• 南相馬市東部仮置き場内
… 2017年4月から、再生資材化実証試験および試験盛り土。空間線量率、
浸出水など測定

• 二本松市原セ才木地区
…2016年11月頃から地元に打診を開始→2017年12月に計画が明らかに→
住民の反対の声が高まり、2018年6月に撤回

• 飯舘村長泥地区
…「特定復興拠点区域復興再生計画」として計画された。比曽川沿いの農
地を嵩上げし、農地造成に利用。50cmの覆土を行い、園芸作物、資源作
物を栽培する計画だったが、のちに、覆土なし、野菜栽培も実施。水田試
験エリアも。

• 福島県南相馬市小高区
…常磐道の拡幅工事で約100メートルにわたって盛り土に使用する計画。
2018年12月に南相馬市議会で環境省が説明。住民の反対により、その後
立ち消えに
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二本松市原セ才木地区の例

200メートルくらいの農道を掘削し、
近くの仮置き場に積まれた除染土500
袋を、袋から出して路床材として埋め、
50cm程度の覆土を行うという計画
だった
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二本松市の実証事業の経緯

【契約】

委託先：除染・減容事業協同組合（のちに契約解除に）金額：3億5,208万円

【経緯】

• 2016年11月環境省が二本松市における実証事業実施の可能性を打診

• 2017年2月地元行政区から実証事業について「了承」
→二本松市と環境省で事業内容の検討

• 10月6日地元行政区説明会において実証事業について了承

• 12月5日二本松市議会議員協議会において事業概要を説明

• 12月27日周辺行政区に事業概要を回覧（全39班、計341世帯）

• 2018年2月二本松市における実証事業の企画競争公示3月29日契約

• 2018年2月20日地元市民団体（東日本大震災・原発事故救援・復興二本松市民共
同センター）が環境省福島県事務所に実証事業の白紙撤回を求める要請と質問を
提出

• 3月地元市民団体（「共同センター」「みんなでつくる二本松・市政の会」）が、
まさのあつこ氏を講師とした勉強会を開催 6

ここまで
水面下



【経緯（続き）】

• 2018年4月16日地元市民団体が「ＳＴＯＰ！汚染土再利用」のぼり旗設置、チラ
シ2万枚を市内全域各戸に配布

• ４月18日環境省原セ行政区説明会

• ４月26日岳下住民センターにて環境省が原セ・永田区長会の要請で事業説明会開
催

• 5月近隣で生産された家畜用発酵飼料の取引をキャンセルする動き＝実害の発生
状況も明らかに

• 5月21日地元市民団体が実証事業の撤回を求める署名を環境省に提出

• 6月11日 FoEJapanが、除染土再利用方針の撤回を求める署名を環境省に提出。
環境省交渉に地元市民団体からも参加

• 6月25日環境省、二本松市長に対して「複数回の説明会において、風評被害への
懸念など多数のご意見をいただいたことを踏まえ…請負業者との契約解除に向け
調整することとしたい」と説明。実質撤回の意向表明。翌日、同様のお知らせを
配布。

• 9月1日「共同センター」「みんなの会」除染土利用撤回に関する報告集会開催
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二本松市の住民の声

• 原セ才木地区の21戸の中で９戸しか参加していない中で、説明会が開催さ
れ、「地元了解」ということにされてしまった。

• 最初の説明会では、私ともう一人くらいが反対。あとの人は無言。小さく
なっていた。そのあと、学習会に参加して、多くの人たちが同じことを考
えていることを知った。「ああ、反対してもいいんだな」と思った。

• 周辺は農地。農道の脇には水も流れている。放射性物質の拡散が心配。

• 除染土を全量はかるわけではない。袋の表面の汚染密度だけである。モニ
タリングとしても不足。

• 実証事業は、800億円をかけて除染した土を、また3億5,000万円かけても
とに戻すもの。同じ距離の農道を舗装するのならば260万円ですむ。

• いまある除染土の仮置き場は、地元住民のたいへんな葛藤の中で決まっ
た。”中間貯蔵施設に運ぶ”という約束であった。実証事業は、最終処分地
になってしまう。約束違反になる。 

8



9



所沢市では
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• 2022年12月、環境調査研修所での実証事業の計画が明らかに

• 12月16日、住民説明会開催

• 対象は周辺約1,200世帯に限定され、参加者は56人

• 掲示板に案内文をはっただけ

• 説明会の会場外では反対する市民たちが抗議のスタンディング

• 「所沢への福島原発汚染土持ち込みを考える市民の会」「除染土壌
再利用実証実験を考えるin所沢」結成。学習会など開催

• 2023年1月21日、地元の弥生町会が実証事業の反対決議を採択し、
さらに所沢市議会が3月23日、「住民合意のない実証事業は認めな
い」とする決議案を全会一致で可決
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環境省調査研修所（埼玉県所沢市）ゲート前 撮影：まさのあつこさん



新宿御苑では
• 2022年12月計画が明らかに

• 12月21日、説明会開催

• 対象は予定地に最も近い新宿1、2丁目
の住民に限定

• 冒頭を除き非公開

• 参加者はわずか28人

• 御苑前には約50名の市民が集まり抗議

• 「新宿御苑への放射能汚染土持ち込みに反
対する会」設立

• 2023年1月24日の発足集会には150人以上
が集まる

• 学習会、環境省交渉、区議会への陳情、デ
モ、スタンディング 12

「新宿御苑への放射能汚染土持ち込みに反対す
る会」発足集会（ 2023年1月24日）



所沢や新宿御苑での実証事業の目的は？
Q：汚染土壌の再利用に関しては、福島県内で実証事業が行われており、空
間線量率や浸透水の放射性物質濃度などが測定されている。今回の実証事
業の目的は何か？ いままでの実証事業との違いは何か？

環境省回答：福島県外における最終処分、再生利用を進める一歩として、
福島県外において実証事業を進めることが重要。見学などをしてもらい理
解醸成を進める。安全性に関する確認事項については、福島県内外で違い
はない。

「終了後、掘り出して中間貯蔵施設に戻す」

「汚染土は安全」というデモンストレーション？
「福島県外30年最終処分」にむけた努力アピール？
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